
※令和８・９年度登録番号

商 号 又 は

名 称

商 号 又 は 名 称 国会建設㈱

資 格 希 望 工 種

※令和８・９年度受付番号

　土木一式　建築一式　とび・土工・コンクリート　電気　

  管　鋼構造物　舗装　塗装　防水　内装仕上　機械器具設置　

  電気通信 造園　建具　水道施設　消防施設　解体

建　設　工　事

令和６・７年度国立国会図書館登録番号

受　　付　　票 （乙）

国立国会図書館 総務部 会計課

（注）　１　※印欄には、記入しないで下さい。

        ２　「資格希望工種」の欄は、希望する工種に○を付して下さい。

        ３　更新の場合は、「令和６・７年度国立国会図書館登録番号」欄に「資格審査結果

            通知書」記載の登録番号を記入して下さい。

受　　付　　票 （甲）

（フ リ ガ ナ）コッカイケンセツ

国会建設㈱

資 格 希 望 工 種

建　設　工　事

　土木一式　建築一式　とび・土工・コンクリート　電気　

  管　鋼構造物　舗装　塗装　防水　内装仕上　機械器具設置　

  電気通信 造園　建具　水道施設　消防施設　解体

受付票（甲）と同じ工種に

〇。申請書2ページの資格

希望工種と一致。



第 号

8 年 1 月 15 日

殿

04 05

06

07

08

09

10 11

(内線番号 )

12 13

(14 代理申請時使用欄)
14

15 16  営業年数
 １  外　国　籍　会　社  ２  日 本 国 籍 会 社  ３  日 本 国 籍 会 社

] ] ] [ 国名： ]
      ( 外資比率：100％ ) ( 外資比率: ％) ( 外資比率: ％) 17  総職員数

(人)

18 設立年月日（和暦） 19 みなし大企業

下記のいずれかに該当する レ 該当しない23 6 5

年75

894

日年 月

 [ 国名：　　　　　　　　  [ 国名：　　　　　　　　

03-5532-1076 03-5532-1076

03-5532-xxxx xxx ＠ ndl.go.jp

 [ 国名：　　　　　　　　

別紙第１号様式（第８条関係）

　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。
年度において、貴 国立国会図書館 で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

明治　大正
昭和　平成
令和

・発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業
・発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業
・大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業

03

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ
本社(店)住所

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ
商号又は名称

役職

－

一般競争(指名競争)参加資格審査申請書(建設工事)
　令和

１：新規
２：更新

 法人番号

01 02 建設業許可番号

本社(店)電話番号

本社(店)FAX番号 メールアドレス

担当者電話番号

本社(店)郵便番号

担当者氏名

外資状況

　申請代理人氏　　名

　申請代理人住　　所

　申請代理人郵便番号

　申請代理人電話番号

申請代理人

令和

国立国会図書館総務部会計課長

―

８・９

適格組
合証明

令和　　年　　月　　日

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ
代表者氏名

ﾄｳｷｮｳﾄﾁﾖﾀﾞｸﾅｶﾞﾀﾁｮｳ

ｺｯｶｲｹﾝｾﾂ

ｺｯｶｲ ﾊﾅｺ ｺｯｶｲ ﾀﾛｳﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

8924

国会建設㈱

12 345678

100 1234567891234

東京都千代田区永田町１－１０－１

代表取締役

国会　花子 国会　太郎押印は不要

行政書士等による申請時に記入

令和６・７年度の資格

がある場合は更新に



12345

① 競争参加資格希望工種区分

③資格希望工
種・希望部局

01 02

東京
本館

関西館

 土木一式工事

 内装仕上工事

 電気工事

 管工事

記載要領　１.完成工事高については、添付した総合評定値通知書の完成工事高を記載すること。

　　　　　２.資格希望工種・希望部局欄には、部局ごとに登録を申し込む工種にのみ○印を付すること。（その他は希望工種に含まれません。）

20

完
　
　
成
　
　
工
　
　
事
　
　
高

② 年間平均完成工事高

（千円）

 鋼構造物工事

 建築一式工事 〇

 とび・土工・コンクリート工事

合　　　　　　　　　計

 解体工事

 その他 100

12445

 消防施設工事

 造園工事

 舗装工事

 建具工事

 水道施設工事

 機械器具設置工事

 塗装工事

 防水工事

 電気通信工事

・②年間平均完成工事高は、総合評定通知書か

ら転記する。

・希望工種・部局に丸を付ける。希望しない業種

の完成工事高は「その他」に含める。

合計は総合評定値通

知書の「年間平均完成

工事高」「合計」と一致



有資格技術職員内訳

111 42

212 41

113 43

214 44

215 46

216 45

120 48

221 47

222 50

223 51

127 53

228 54

129 52

230 142

133 141

234 143

144

146

145

148

147

150

151

153

154

152

137

238

239

62

1

2

2

2

1

「森林土木」

「水質管理」

「廃棄物管理」

 その他

４.「登録基幹技術者講習修了証の所持者数」欄については、建設業法施行規
則第１８条の３第２項第２号に規定する登録基幹技能講習を修了した者であっ
て、雇用期間を特に限定することなく常時雇用されているものをいい、労務者
又はこれに準ずるものを除き、建設業に従事する者に限るものとする。

１.「有資格技術者職員内訳」の人数欄については、申請時点で在籍している
有資格技術職員数の資格の内訳について記載すること。

２.また、「監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の所持者数」につ
いては、「経営規模等評価申請書」<別紙二>の「技術職員名簿」の「資格者証
交付番号」欄に同交付番号が記載されている技術者で監理技術者講習修了証を
所持している技術者を集計し、合計人数を記入すること。

３.平成３１年４月１日以降に監理技術者資格者証の交付を受けているものを
記入すること。

 一級建築士

別紙第１２号様式（第２５条関係）

記載要領

「流体工学」又は「熱工学」

 その他

「上水道及び工業用水道」

 その他

「林業」

 電気電子部門

技
 
 
 
　
　
　
　
　
　
　
術
 
 
 
 
　
　
　
　
　
　
　
　
士

一  級

 機械

 上下水道

 森林

 衛生工学

選   択   科   目　　・　　資　格　区　分　コ　ー　ド 人        数

建設機械施工技士
一  級

監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の所持者
数

登録基幹技術者講習修了証の所持者数

電気工事施工管理技士
一  級

二  級

施
 
　
　
工
 
　
　
管
　
 
　
理
 
　
　
技
 
　
　
士

検  定  種  目 級別･種別･資格区分ｺｰﾄﾞ

 衛生工学に係る選択科目のうち「水質管理」、「廃棄物管理」以外のもの

「鋼構造及びコンクリート」

 その他

「農業土木」

―

 総合技術監理部門

二  級

管工事施工管理技士
一  級

二  級
 建設

造園施工管理技士
一  級

二  級  農業

1

「林業」

「森林土木」

「鋼構造及びコンクリート」

 建設部門に係る選択科目のうち「鋼構造及びコンクリート以外のもの」

「農業土木」

 電気電子部門に係る選択科目

「流体工学」又は「熱工学」

「水質管理」

「廃棄物管理」

 上下水道部門に係る選択科目のうち「上水道及び工業用水道」以外のもの

 二級建築士

 木造建築士

―

実　　　　人　　　　数

施工管理技士・技術士・建築士等の合計

建
築
士
等

 建築士

 建築設備士

業　　　態　　　調　　　書　 (その１)

二  級

二  級

建築

躯体

仕上げ

土木

鋼構造物塗装

薬液注入

建築施工管理技士

土木施工管理技士

一  級

人        数 技術部門

 機械部門に係る選択科目のうち「流体工学」又は「熱工学」以外のもの

「上水道及び工業用水道」

所持者がいない場合はそれぞれ0を記入



部局 希望順位 1 2 3 4 5 6 7 8 1 2 1 2 1 2 1 2 3 4 1 2 3 4 5 6 1 2 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 1 2 3

工事種別
ｺｰﾄﾞ

工
事
種
別

記載要領

１.「希望する工事の内容」については、希望する工事の内容に対応するコードを希望工事種別順位の順番に記載すること。

Ａ

電気設備工事における屋内の工事の比率

暖冷房衛生設備工事における暖冷房設備工事の比率

設備工事比率
（％）

ＣＢＡＤＣＢＢＡ ＧＦＥＤＣＢＡＢＡＦＥＤＣＤＣＢＡＢＡＨ ＢＡＢＡＡ Ｂ Ｃ

受
変
電
設
備

鉄
塔
・
反
射
板

有
線
通
信
線
路

防
災
・
情
報
表
示
設
備

そ
の
他

ア
ン
カ
ー

工

場
所
打
ち
コ
ン
ク
リ
ー

ト
杭

既
製
杭

　
希
望
す
る
工
事
の
内
容

ポ
ン
プ
設
備

水
門
設
備

そ
の
他
の
補
修

道
路
清
掃
作
業

橋
梁
補
修

河
川
維
持

建
設
電
気
設
備

都
市
土
木

軟
弱
地
盤

ダ
ム

舗
装
以
外
の
道
路
維
持

舗
装
維
持

そ
の
他

区
画
線

橋
梁
塗
装
・
水
門
扉
塗
装

01　東京本館

02　関西館

ト
ン
ネ
ル

砂
防
・
地
す
べ
り
防
止

構
造
物

道
路

河
川
・
海
岸

ポ
ス
ト
テ
ン
シ
ョ

ン

機  械  設  備

そ
の
他

消
・
融
雪
設
備

昇
降
機
設
備

ダ
ム
施
工
機
械
設
備

換
気
設
備

工事種別 一   般   土   木
電 気
設 備

法 面
処 理

塗 　　装 維  持  修  繕

建
物
塗
装

通 信 設 備
受変電
設　備

ﾌﾟﾚｽﾄ
ﾚｽﾄ･

ｺﾝｸﾘｰﾄ
杭打

プ
レ
テ
ン
シ
ョ

ン

建
築
電
気
設
備

業　　態　　調　　書　（その２）

ﾌﾟﾚｽﾄ
ﾚｽﾄ･

ｺﾝｸﾘｰﾄ
塗 　　装 維  持  修  繕 杭 打 機  械  設  備 通 信 設 備

受変電
設　備

法 面
処 理

電 気
設 備

一   般   土   木

Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

監
視
制
御
・
情
報
通
信
設
備

そ
の
他
の
電
源
設
備

発
電
設
備



本店電話番号（大代表）

商号又は名称

本店住所

親会社（会社法第２条の４の規定によるもの）

１.
２.

取締役 国会工務店㈱国会　次郎 取締役

業　　態　　調　　書　（その３）

更生会社・再生手続中の会社

更生会社・再生手続中の会社

資本関係に関する事項

親会社（会社法第２条の４の規定によるもの）

本店電話番号（大代表）

なし

商号又は名称

本店住所

商号又は名称

住所

役職名には、「代表取締役」、「取締役」(社外取締役を含む。)、「管財人」、又は「執行役」(代表執行役を含む。)のいずれかを記載する。「監査役」、「執行役
員」等は役員に該当しない。

商号又は名称

住所

商号又は名称

子会社（会社法第２条の３の規定によるもの）のうち、建設業許可を有している子会社

役員の兼任に関する事項

役職名 氏名

本調書は、申請日現在で作成すること。
記載要領

住所

商号又は名称

住所

兼任先の商号又は名称 兼任先での役職

なし

該当がない場合は、「商号又は名称」、「氏名」欄に「なし」と記入



-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

１.
２.
３.
４.

５.

03-5532-1076

03-5532-xxxx

記載要領

別紙第１３号様式（第２５条関係）

上記２，３，４の要件を備えていれば、適宜の様式も認める。

本表は、申請日現在で作成すること。
「営業所名称」欄には、経営事項審査を受けた建設業の許可を有するすべての本店又は支店等営業所の名称を記載すること。
「所在地」欄には、営業所の所在地を上段から左詰めで記載すること。
「電話番号」欄及び「ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号を記載すること。この場合においては、市外局番、市内局番及び番号を、「－
（ハイフン）」で区切り記載すること。

営　　業　　所　　一　　覧　　表
電 話 番 号  （上段）

F A X 番 号  （下段）

1 東京本館

営　業　所　名　称
番
号

郵　　便
番　　号

所            在            地

8924

100
東京都千代田区永田町１－１０－１



年　　　　月 

年　　　　月 

年　　　　月 

年　　　　月 

年　　　　月 

年　　　　月 

年　　　　月 

別紙第１４号様式（第２５条関係）

１.本表は、許可を受けた建設業の種類に対応した建設工事の種類ごとに作成すること。

２.本表は、直前２年間の主な完成工事及び直前２年間に着手した主な未完成工事について記載すること。

３.「配置技術者氏名」の欄には完成工事について、建設業法第２６条第１項又は第２項の規定により直前１年間に置かれた者の氏名をすべて記載すること。

工事

年　　　　月 

年　　　　月 

年　　　　月 

年　　　　月 

年　　　　月 

年　　　　月 

着工年月

完成（予定）年月

令和6年　   4　月 

令和7年　   3　月 

４.下請工事については、「注文者」の欄には直接注文した元請負人の商号又は名称を記載し、「工事名」の欄には下請工事の名称を記載すること。

５.「請負代金の額」は、消費税込みの金額を記載すること。

６.項目欄の内容をすべて備えていれば、適宜の様式も認める。

年　　　　月 

年　　　　月 

年　　　　月 

年　　　　月 

年　　　　月 

記載要領

（建設工事の種類） 管

工事場所のある
都道府県名

元請又は
下請の別

請負代金の額(千円)

国立国会図書館 元請 〇〇工事 東京都 国会　太郎

工　　事　　経　　歴　　書

注 文 者 工 事 名 配置技術者氏名

10,000


